




























































The Double Taxation on the Life Insurance with Pension Payment in Nagasaki.









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ンター 税研 Vol.23 No.1（2007年７月号)
p.49，p.50
(注９)国税庁「定期金給付契約に関する権利の評
価の変更」
http://www.nta.go.jp/shiraberu/ippanjoho/
pamph/sozoku/pdf/teikikin.pdf
(注 10)所得税法９条１項15号が相続税との二重
課税排除の規定かどうか検討したものに次の論
文がある。橋口聡子「生命保険契約に基づく年
金の課税関係」公益財団法人租税資料館 租税
資料館賞17回入賞作品p.p.25-28
(注11)武田昌輔氏は，「年金には課税すべきでない
というのは，所得税法第９条第15号の問題とし
てではなく，回収額であるという理由による。
（前掲書）」とし，小山隆洋氏も「年金払金につ
いては，（略），二重課税ではなく，本来所得と
して課税すべきでないものに誤って課税が行わ
れていることを問題にすべきである。（前掲書）」
と述べられている。
(注12)主契約と特約の両方に基づく「一時金とし
ての生命保険金」の評価のうち，年金特約に基
づく「一時金としての生命保険金」の評価に際
しては，現行法では定期金債権としての評価方
法を採用することとなるが，本件のような年賦
金の場合は当初に確定している一時金の金額と
すべきであろう。
(注13)財務省と国税庁が連名で「相続又は贈与等
に係る生命保険契約等に基づく年金の税務上の
取扱いの変更等の方向性について」 http://
www.mof.go.jp/jouhou/syuzei/221001hoken
 
nenkin.pdf
(注 14)利子所得 所得税法第23条「利子所得と
は，公社債及び預貯金の利子（社債，株式等の
振替に関する法律第九十条第三項（定義）に規
定する分離利息振替国債（財務省令で定めると
ころにより同条第一項に規定する元利分離が行
われたものに限る。）に係るものを除く。）並び
に合同運用信託，公社債投資信託及び公募公社
債等運用投資信託の収益の分配（以下この条に
おいて「利子等」という。）に係る所得をいう。」
(注15)一時所得 所得税法第34条「一時所得と
は，利子所得，配当所得，不動産所得，事業所
得，給与所得，退職所得，山林所得及び譲渡所
得以外の所得のうち，営利を目的とする継続的
行為から生じた所得以外の一時の所得で労務そ
の他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質
を有しないものをいう。」
(注16)雑所得 所得税法第35条「雑所得とは，利
子所得，配当所得，不動産所得，事業所得，給
与所得，退職所得，山林所得，譲渡所得及び一
時所得のいずれにも該当しない所得をいう。」
(注17)財務省 野田財務大臣の発言 http://
www.mof.go.jp/mof/dan220707.pdf
(注 18)国税庁「遺族が年金形式で受け取る生命保
険金に対する所得税の課税の取消しについて」
http://www.nta.go.jp/sonota/sonota/osir
 
ase/data/h22/9291/index.htm
(注19)国税通則法施行令６条１項５号 更正の請
求でのやむを得ない理由「その申告，更正又は
決定に係る課税標準等又は税額等の計算の基礎
となつた事実に係る国税庁長官が発した通達に
示されている法令の解釈その他の国税庁長官の
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長崎，年金払生命保険で二重課税，最高裁判決の問題点
法令の解釈が，更正又は決定に係る審査請求若
しくは訴えについての裁決若しくは判決に伴つ
て変更され，変更後の解釈が国税庁長官により
公表されたことにより，当該課税標準等又は税
額等が異なることとなる取扱いを受けることと
なつたことを知つたこと。」
(注20)国税通則法 第74条１項 還付金等の消
滅時効「還付金等に係る国に対する請求権は，
その請求をすることができる日から５年間行使
しないことによって，時効により消滅する。」
(注21)国税庁「相続税の取得費加算の特例」
http://www.nta.go.jp/taxanswer/joto/3267.
htm
(注22)札幌市「国民健康保険料，介護保険料」
http://www.city.sapporo.jp/hoken-iryo/ko
 
kuho/fuka.html
(注 23)札幌市「後期高齢者医療保険料」
http://www.city.sapporo.jp/hoken-iryo/rou
 
ken/kokikorei hokenryou.html#hokenryou
(注24，25)社会保険庁「入院時食事療養費」，「入院
時生活療養費」
http://www.sia.go.jp/seido/iryo/kyufu/
kyufu03.htm
(注26，27)社会保険庁「高額療養費」，「高額介護合
算療養費」
http://www.sia.go.jp/seido/iryo/kyufu/
kyufu06.htm
(注28)札幌市「保育所の保育料」
http://www.city.sapporo.jp/kodomo/
kosodate/doc/h22hoikuryoh.pdf
(注 29)北海道「道営住宅の家賃」
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/kn/jtk/jtop/
kannri/nyukyotop.htm
(注30)札幌市「国民健康保険料の減額と減免」
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/kn/jtk/jtop/
kannri/nyukyotop.htm
(注31)社会保険庁「国民年金保険料の免除」
http://www.sia.go.jp/seido/gozonji/gozon
 
ji02.htm
(注32)愛知県「特別障害者手当，障害児福祉手当，
在宅重度障害者手当，特別児童扶養手当」
http://www.pref.aichi.jp/shogai/04shougai
 
sha/teate/index.html#tokushou
(注33)札幌市「児童扶養手当」
http://www.city.sapporo.jp/kodomo/
kosodate/L2 04.html#huyou
(注34)社会保険庁「特別障害者給付金」
http://www.sia.go.jp/seido/tokubetu/0311.
htm
(注35)社会保険庁「障害基礎年金」
http://www.sia.go.jp/seido/nenkin/shikumi/
shikumi03.htm
(注36)札幌市「こども医療費助成制度」
http://www.city.sapporo.jp/hoken-iryo/iryo
 
josei/nyuyoji.html
(注 37)函館市「幼稚園就園奨励費補助金」
http://www.hakodate-hkd.ed.jp/gakkyo/
help/syuen.html
(注 38)国民健康保険法 第110条「保険料その他
この法律の規定による徴収金を徴収し，又はそ
の還付を受ける権利及び保険給付を受ける権利
は，２年を経過したときは，時効によって消滅
する。」
(注39)地方税法18条の３「地方団体の徴収金の
過誤納により生ずる地方団体に対する請求権及
びこの法律の規定による還付金に係る地方団体
に対する請求権（以下第20条の９において「還
付金に係る債権」という。）は，その請求をする
ことができる日から５年を経過したときは，時
効により消滅する。」
(注40)平成９年11月５日行政改革会議第35回会
議議事概要の⑹ 国税庁問題に次の記述が見ら
れる。「課税が通達主義になっているのが問題で
ある。現在，課税非課税のボーダーラインが税
務職員の裁量によって決まっているという問題
があるが，法律化すれば税制が簡素になり，課
税の可否が明確になるのではないか。」
（みぞえ さとし 税務会計論)
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